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１．はじめに 

国際海上コンテナターミナルの整備計画の策定には、国際コン

テナ貨物の取扱予測量、就航航路の成否、また寄港する頻度など

の検討が必要となる。それには、各航路で寄港船の大きさと、１度

の寄港で積み卸すコンテナ量の関係を示す積卸率が有用となる。

高橋ら 1）は、世界の主要港について、港別の積卸率を算定してい

るが、同じ港の中でも就航している航路により、積卸率は異なること

が想定される。 

以上の点を踏まえ、本分析では、国内五大港について、最新デ

ータを用いて航路別の積卸率の算定を行い、分析を行った。 

 

２．分析方法 

 まず、積卸率の定義を式(1)とする。この定義は、高橋ら1）の研究と

同じであり、フルコンテナ船に限定した。 

2Capacity) (TEU
(TEU)

×　航路別寄港船積載能力

航路別実入取扱量
積卸率＝  (1) 

 式(1)の分子である航路別の実入コンテナ取扱量は、国土交通省

で集計されている港湾統計 2）では見あたらないことから、五大港の

各港湾管理者で集計している各港港湾統計 3）より整理した。ただし、

航路分類については、各港湾で定義に相違が見られるため、本分

析では、表－１の通り三つの航路に整理した。 

 式(1)の分母については、航路別に、全ての寄港船の積載能力の

総計がTEU単位で必要となる。しかし、各港港湾統計3）では、航路

別の総トン数(GT)しか分からない。そこで、世界中の寄港実績を集

計した Lloyd’s データを用い、各年、各港湾別に GT 総計と TEU 

Capacity 総計の比を算定し、これより各港港湾統計 3）の航路別

TEU Capacity 総計を推計した。Lloyd’s の TEU Capacity 総計をそ

のまま用いなかったのは、同データが航路別に分類されていない

表－１　本分析と五大港における航路分類比較

東京港 横浜港 名古屋港 大阪港 神戸港

世界一周 北米西岸 世界一周 北米西岸 北米西岸

北米西岸 北米東岸 北米西岸 北米東岸 北米東岸

北米東岸 ヨーロッパ 北米東岸 北欧 カリブ、メキシコ湾

北欧・地中海 地中海 北欧・地中海 近東・地中海 欧州

近東・地中海

東南アジア 東南アジア 東南アジア インドネシア インドネシア

台湾 台湾 シンガポール シンガポール

タイ、台湾、他 タイ、台湾、他

韓国、中国 韓国、中国 韓国、中国 韓国、中国 韓国、中国

（香港含む） （香港含む） 香港 香港
近海航路

本分析による
航路設定

各港港湾統計による航路分類

基幹航路

東南アジア
航路

ことと、各港港湾統計3）との間で、港全体の総トン数の合計値で５％

程度の差が見られたためである。また、積卸率の算定に併せ、港

湾統計 2）によるコンテナ個数及び、TEU のデータより各港湾・航路

別の積み卸し量を個数単位でも推計した。 

 

３．分析結果 

 2000 年から 2006 年にかけて各港湾全体の積卸率の変化を示し

たのが図－１である。全般的に増加傾向にあり、全体平均で 1.3％

の増加となっていた。最も高い 2004 年東京港と、最も低い 2002 年

神戸港では、6.7％の差があり五大港の間でも港湾毎に相違が見ら

れた。なお、図の右上に、船舶の大きさの目安として、平均積載能

力を参考として記した。以後の図も同様である。 

基幹航路の結果を示したのが図－２である。大阪港のみ減少傾

向を示し、他の港湾とは異なっていた。大阪港は、他の港湾より平

均積載能力が大きく、入港隻数が少ない特徴が見られたが、近年、

更なる大型化が進む一方で、入港隻数及び取扱量は横ばいとの

状態が見られた。 

東南アジア航路の結果を示したのが図－３である。2004 年まで

は東京港のみ 20％を超え突出していたが、2006 年には大きく低下

し、増加傾向にある名古屋港と同程度となっていた。これは、東京

港の2004年から2006年にかけて特に積載能力の大型化が進んだ

ことによっていた。 

近海航路の結果を示したのが図－４である。他航路での積卸率

が最上位だった東京港に変わり、大阪港が安定して高水準を保っ

ていた。大阪港は他港湾と比較し、平均積載能力は小さいが、入

港隻数は多い特徴が見られた。また、横浜港、神戸港は近年減少

傾向にあり、神戸港は 2006 年では同じ湾内である大阪港の７割程

度の積卸率であった。 

以上より、基幹、東南アジア及び近海の航路別の積卸率につい

ては、やはり各港湾で相違が見られた。基幹航路は、基本的に港

湾全体の積卸率と同じ傾向であったが、大阪港のように全体とは異

なった特徴が見られる港湾もあった。この点を踏まえ、港湾別に航

路毎の相違を見たのが図－５である。航路データは４ヶ年の平均

値である。全ての港湾において基幹航路が最も低く、東南アジア・

近海航路は、航路全体よりも高い傾向を示しており、航路毎の積卸

率の傾向は、各港湾で基本的に同じと見られた。 

4-213 土木学会第63回年次学術講演会(平成20年9月)

-425-



また、積卸個数を推計した結果を表－２に示す。４ヶ年で平均す

ると、基幹航路430個程度、東南アジア航路270個程度、近海航路

150 個程度であり、いずれも増加傾向であった。なお、2006 年の各

港湾を比較すると、基幹航路 330 個程度、東南アジア航路 150 個

程度、近海航路 120 個程度まで差があった。 

以上の結果より、①積卸率は港湾だけでなく、航路により相違が

見られること、②航路別の傾向は各港湾で同一であること、③積卸

個数との関係では、基幹航路は、積卸率は低いが、平均積載能力

が高いため、１度の寄港で取扱うコンテナ個数は多く、反対に、東

南アジア・近海航路は、積卸率は高いものの、平均積載能力が基

幹航路程高くはなく、取扱個数は少ないことが分かった。 

これらの結果は、各航路の一度のループでの寄港地数や、基幹

航路が中国を中心とするアジア各国にも寄港して積荷を確保する

のに対し、東南アジア・近海航路では、五大港への寄港で多量の

積荷を確保していることが要因となっていると考えられるが、その特

定には、さらなる分析が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 各港湾全体における積卸率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 基幹航路における積卸率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 東南アジア航路における積卸率 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 近海航路における積卸率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ ４ケ年平均における港別航路別積卸率 

 

４．おわりに 

本分析では、五大港について、各港港湾統計データより、航路

毎の積卸率を分析した。今後も、港湾の整備・計画のための基礎

データとして、五大港以外の国内外の港湾・航路の積卸率を算定

するために、関連データの収集・分析を進めていきたい。 
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表－２　各年各航路の平均取扱個数 単位：個/隻

年次 全航路 基幹航路 東南アジア航路 近海航路

2000 244 390 267 124

2002 253 425 259 143

2004 254 442 281 161

   2006※ 267 474 287 183

平均 254 433 274 153

※港湾統計
2)
2006年値は未発表であり、2005年値を用いて算出した。
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